
WAVE 198-1

－中小企業経営者のためのナレッジ共有ツール－

発 行 日 ： 2017年6月30日 （第198号） 発行責任者 ：杉田圭三
〒330-0843 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町1-135
TEL: 048-658-8881 FAX : 048-658-8883
URL: http://www.ri tanets.com/

発 行 所 ：リタネッツ事業協同組合

『ウチの会社では全社員にPCを貸与しているから、IT装備率は高い』という事業所で
あっても、そのPCを使いこなせていますか？宝の持ち腐れになっていませんか？また
、日常業務の中に類似した（重複した）作業が混在していませんか？ちょっとした知識
と工夫で大きな業務カイゼンに繋がるかもしれません。皆さんの見慣れた景色（オフィ
ス）に “隠れた生産性向上の 種”を見付けませんか？
当組合では、この生産性向上の手段として「Excelマクロ機能」を
活用した身の回りの業務カイゼンのご提案を進めております。
別紙「Excelマクロツール開発のご案内」をご覧頂き、気になる
箇所がございましたら、組合事務局までお問い合わせ下さい。

◆ 日々の作業に埋もれたムダを無くし、埋蔵金（生産性向上）を見付けましょう！

では、実際に労働生産性が良くなるって、どういうことなのでしょうか？
＜ケース１：営業部門の場合＞
営業担当者が社内で行う請求書作成・発送、お礼メールなどのデスクワークの所要
時間（90分）がICT化によって半分（45分）に削減され、余力となった45分を新規開拓・
顧客フォローなど、発展的業務（付加価値の創造）に充てることが出来る。

→ ★（ 分子）アウトプットの増加
＜ケース２：総務部門の場合＞
総務担当者が行う勤怠管理・給与計算処理は従来、2人がかりで朝9時から17時まで
掛かっていたが、ICT化によって1人でも12時には終えることが出来るようになった。

→ ★（ 分母）インプットの削減
さらに、時短となった13時～17時の時間、および余力の1人が、採用活動・銀行対応
を行うことが出来るようになった。総務部門としては同じ労働力、労働時間でプラスα
の業務を担当し、生産性向上に繋がった。

→ ★（ 分子）アウトプットの増加

◆ ウチの会社で労働生産性が良くなるって、どういうこと？

安倍首相は、日経ビジネス誌のインタビュー（H29.5.19）に対し、『長時間労働抑制などの
働き方改革をさらに前に進め、生産性向上のための改革と人づくりのための改革に一体
的に着手していきたい』と強く表明しています。
また、日本生産性本部より発表された統計データ（H28）によると、日本の労働生産性は
OECD加盟35か国中20位で、主要先進7か国内では22年連続最下位となっています。時間
当たり労働生産性では日本が42.1㌦に対し、アメリカは68.3㌦と1.6倍もの開きがあります。
このことから、現在、GDP世界3位であり続ける日本では、まさに「残業に拠る長時間労働」
が労働生産性の日米格差をカバーしていることが解ります。

そして、冒頭の安倍首相の「働き方改革… 」により長時間労働の改善が急がれる中、国
はICTを活用した生産性の向上（⇒ 長時間労働の是正）というストーリーを描いています。
なお、労働生産性は、労働者一人当たりで生み出す成果、あるいは、労働者が1時間で
生み出す成果を指標化したものと定義されています。

★ 労働生産性 = アウトプット（付加価値額） ／ インプット（従業員数）

◆ 日本とアメリカの労働生産性格差は1.6倍もあるんです！
【「間接部門（総務部門）で付加価値を生み出そう！」を応援するICT活用支援】

◆ 求人を出しても応募がない、人材が採用できない！

◆ 残業をさせることが企業のリスクに！

有効求人倍率が1.4倍、この数値はバブル経済時期（1991年）以来の高水準です。近
隣の東京都では有効求人倍率が2 “ ”倍を超え、 超 売り手市場となっています。現在、
転職市場では「転職すれば、給与が30％上がる」と言われている状況です。

大手広告代理店で女性従業員の自殺案件を始めとして、長時間労働が自殺や精神
“ ”疾患（うつ）との関係性を認める判決が出ています。 残業 に対する認識を経営者・管

理職が変えないまま、従業員に残業をさせ続けることが大きな経営リスクになっていま
す。
上記のような経営リスクに立ち向かう打開策として「人事評価制度」の策定に焦点を
合わせたセミナーを7月19日（水）に開催します。会社の方向性を示すと共に、管理職

“ ” “ ”を含めた従業員が、 何を どれだけ やれば好いのかが判り、その成果に見合った
納得感のある評価が出来る「人事評価制度」の作成を目的としたセミナーです。
なお、当日は最大130万の助成金情報も併せて解説いたします。お申込は、別紙ご
案内を参照下さい。

【最大130万円！助成金を活用した「人事評価制度」策定セミナー】






